定例市政記者クラブ・市長懇談会（７月）の結果について
日時：平成２３年７月４日（月）午前１１時～正午
場所：市役所２階第２委員会室
出席：市政記者クラブ８社
会見内容
１．話題提供（３項目）

■　はじめに『平成２３年度 釧路市重要懸案事項に係る中央要請行動について』ですが、概算要求の時期を迎え、平成２４年度の道や国の予算確保に向けた中央要請行動を札幌および東京で実施します。
■　７月１５日は、釧路市単独の要望として、札幌におきまして北海道庁、北海道開発局、北海道経済産業局などに要請を行います。
■　また、７月２８日には、東京におきまして、釧路市および釧路地方総合開発促進期成会の要請行動を、国会議員をはじめ、国土交通省、農林水産省など中央省庁に対して行う予定です。
■　今回の中央要請行動におきましては、釧路市として、新規要望４項目を含めた、２５項目の重要懸案事項について要望します。
■　このうち、新規要望を中心に概要を説明いたします。「東日本大震災の早急な復興に向けた支援施策と震災対策の強化」では、漁港など生産基盤の早期復興対策の実施や、水産業・観光関連産業等への経営支援、これまでの防災対策に加え、「減災」の考え方に立った震災対策の強化などを要望いたします。
■　「国際バルク戦略港湾の早期整備」では、釧路港の背後圏にある酪農畜産産業の発展、さらには我が国の食料の安定供給に寄与できるよう、「国際バルク戦略港湾」として、水深１４メートル、さらには１６メートルといった、大水深岸壁などの整備を早期に進めていくことが必要となっていることから、早期整備と施設整備に対する国の財政的な支援等について要望するものです。
■　「道営住宅の整備促進」では、中心市街地におきまして、にぎわいの創出やコミュニティの再生を図るため、高齢者や子育て世帯等の居住に対応した道営住宅の整備について要望します。
■　「観光振興策としてのアイヌ文化の発信」では、北海道に対しまして、｢（仮称）阿寒湖温泉アイヌシアター｣の社会的文化施設としての活用やアイヌ文化発信拠点の明確な位置づけに向けた要望を行う予定です。
■　そのほか、北海道横断自動車道をはじめとした道路網の整備促進や、産炭国石炭産業高度化事業の発展・継続などの重要懸案事項についても要望します。

■　次に『釧路市都市経営戦略プランの先行取組について』ですが、新年度から都市経営戦略プランの策定に着手し、３ヶ月が経過しました。
■　この間、戦略会議の提言書の内容を踏まえて、市役所として今、何ができるのか、何をしなければならないのか、全職員に主体的に考えるよう指示してきたところです。
■　市としての取組内容は最終的に「都市経営戦略プラン」といった形にまとめることになりますが、プランが出来るまで何もしないということではなく、今できることはスピード感を持って行動に移すよう、あわせて指示をしてきました。
■　本日は戦略プランの完成を待たずに、先行して取り組む７項目についてご紹介するとともに、主だった取り組みをこの場を通じて市民の皆様にご報告させていただきたいと思います。
■　お配りした資料の「１．市民協働による分かりやすい財政情報の検証」につきましては、市の財政情報は定期的に広報くしろを通じてお知らせしていますが、市民の皆様が読んで分かっていただける内容となっているのか常々気になっておりました。
■　財政情報は制度や財政用語などが難しいと言われ、市民の視点に立った分かりやすい内容が求められるため、昨年の広報くしろ１月号では「くしろの台所事情」として釧路市の財政を月収２０万円の家計に置き換えて紹介したほか、広報くしろ７月号では、今年度予算を年収４００万円の家計に例えるなど、皆様にとって身近な話題として感じてもらう工夫をして参りました。
■　また、市民の皆様が抱く市役所の財政状況が厳しいと言われているが、なぜ厳しいのか、今まで市はどういう対応を取ってきたのか、税金は何に使われているのか、といった疑問に対して、市としての説明責任を果たすよう努めてきたところです。
■　しかし、財政情報を提供していくにあたっては、創意工夫をこらしていく余地があるのではないかと考え、釧路公立大学の財政学ゼミナールへ市民の視点に立った分かりやすい内容となっているかの検証作業を依頼し、その検証結果を踏まえて、今後、より分かりやすい内容に向けて改善していきます。
■　次に「６．公有資産マネジメントの検討と構築」です。都市経営戦略会議の先行提言でもあるこの取り組みは、昨年度より公共施設見直し作業部会により公共施設の現状把握を行うなど、いち早く取り組みを開始してきたところです。
■　都市経営の視点からは、公共施設の将来に渡るランニングコストを常に意識しながら管理・維持に努め、資産として最大限に有効活用を図っていくことや経費を圧縮していくことが求められます。
■　現在､市の公共施設は所管課ごとに管理され、修繕などはその都度､対症療法的な予算措置で対応しており、市としての中長期的な資産経営のビジョンは持っていません。
■　そのため今ある施設の基本情報のデータベースを一元的に構築し、客観的なデータを用いて施設の総合評価を行っていくことで、今後、全庁統一的な視点のもと戦略的な資産の利活用を図っていくことに取り組んでいきます。
■　７月１４日には、私が昨年、視察に行って参りました浜松市から講師をお招きし、公有資産マネジメントについて庁内への浸透を図っていくことを目的とした職員向けの研修会を開催することとしております。
■　次に「７．債権管理マネジメントの検討と実施」です。この取り組みの目的は、未収となっている債権回収の取り組みを強化していくことにあります。
■　市民の皆様には、税金の他、保育料、市営住宅の家賃、学校給食費など様々なご負担を日頃よりお願いしており、公平・公正な観点から納期内の納付にご協力をいただいております。
■　しかしながら、一部には未収となっている債権があることも事実であり、本来、回収されるべき債権が回収されない状況は、都市経営の視点や公正性の観点からは見過ごすことは出来ず、全庁を挙げて取り組んでいかなければならない課題と認識しています。
■　債権回収の強化を図る取り組みは、これまで市税等未収金対策推進本部等を通じて、取組強化の指示や庁内関係課と情報の共有化を図るなどしてきましたが、各課の取り組みには温度差があり、加えて庁内共通のマニュアルがないのが実態であります。
■　そのため、全庁的な基本方針や未収金対策マニュアルの作成、債権管理条例の検討などに取り組み、債権回収をより一層強化し、歳入の確実な確保及び公正・厳正な債権回収の取り組みを目指していきます。
■　次にトップマネジメントの機能強化についてです。提言書では、「市長のリーダーシップの発揮を補完し、適切な都市政策の形成・実施を図る行政運営の実現のために、市長のトップマネジメントを有効に機能させる全般管理体制の整備が何より重要な課題」であると指摘をいただいております。
■　本指摘を受け、トップマネジメントを有効に機能させるためには、全般管理体制の整備が不可欠であると考えたところであり、３つの取り組みを実行することとしました。
■　１つ目は「２．副市長による市長の補完体制の整備」です。
　　この取り組みはこれまで私の権限において処理していた事務について、私に代わって副市長が処理するよう指示を出すことにより、副市長の権限と責任において事務を執行していく仕組みづくりです。
　　このたびの先行取組の「公有資産マネジメントの検討と構築」と「債権管理マネジメントの検討と実施」については、副市長のもとで進めていく事務として考えております。
■　２つ目は「３．スタッフ部門による市長の補完体制の整備」です。
　　現在、市ではＰＦＩ可能性委託調査を行っており、今後、全庁的にＰＦＩ事業の可能性について検討していく必要があるのではないかと考えているところです。
　　このように全庁規模で対応が迫られる事案については、庁内横断的なプロジェクトチームによって検討を重ね、政策提言を取り入れていくといった仕組みづくりを目指すものです。
■　３つ目は「４．経営層と管理層による庁議の活性化」です。
　　庁議は毎月２回開催され、市の最高意思決定会議として位置づけられておりますが、この取り組みは庁議における審議事項の論点の明確化を図り、庁議の政策審議の方法を検討するなど市の最高決定機関となる庁議の機能強化とトップマネジメントを円滑にかつ適正に補完する庁議のあり方を目指すものです。
■　最後に「５．行政評価の決算・予算への有機的連携」は、戦略会議の先行提言を受け、現在、行政評価は一旦休止となっているところです。
　　これまでの行政評価は全ての事務事業を対象として実施してきましたが、今後は主要事業を対象として決算と連動する形で主要施策成果説明書にまとめていくなど行政評価の再構築に向けた取り組みを目指すものです。
■　ご説明申し上げたこれらの取り組みは、プラン策定前にその実践を行うものでありますが、取り組みの経過・進捗については、１０月末に予定しております戦略会議有識者の出席のもと検証会議としてその取組経過についてご助言いただくこととしており、また、市民周知のフォーラムにおいても参加者からご意見をいただきたいと考えております。

■　次に『海上自衛隊 輸送艦「しもきた」の参加による 住民避難訓練の実施および一般公開について』ですが、輸送艦「しもきた」が、７月９日に音別町パシクル海岸で開催される釧路市防災住民避難訓練に参加するため、釧路市に来航いたします。
■　今回の防災住民避難訓練は、大規模災害によって国道や鉄道が被災し、陸上交通網が寸断されて、音別地区が孤立化したことを想定して行うものです。海路での住民避難や緊急物資の輸送を海上自衛隊に担っていただく訓練で、昨年７月に引き続き輸送艦「しもきた」および「ＬＣＡＣ」（水陸両用型エアクッション艇）が参加します。
■　海上自衛隊の輸送艦「しもきた」は、平成２１年７月の釧路港初入港以来、今回が４度目の入港となりますが、「しもきた」は 海外での国際災害救助活動への派遣のほか、今年３月に発生した東日本大震災の被災地においても、海からの被災地支援活動の中心となって活躍された艦船です。
■　７月９日（土）は、音別海岸での防災住民避難訓練終了後の１４時に東港区耐震・旅客船ターミナルに接岸し､１４時３０分から入港歓迎式を開催いたします。
■　また、同日の１９時３０分から２２時までの予定で､厳島神社の例大祭に協賛した電灯艦飾が行われますので、多くの市民の皆様にご覧いただきたいと考えております。
■　７月１０日には、９時から１６時の予定で「しもきた」の一般公開が行われ、ＬＣＡＣの発信収容訓練や艦内での体験入浴などのイベントも行われます。
■　当日は、すぐ横で、釧路厳島神社の例大祭の露天が出店しておりますので、隊員の皆さんとの交流を深めていただきたいと思っております。
■　また、出港は７月１２日午前９時となっておりますので、多くの皆さんにお見送りいただければと考えております。
【質疑要旨】
（質問）
・　平成２３年度釧路市重要懸案事項に係る中央要請行動についてですが、「観光振興策としてのアイヌ文化の発信」では北海道に対してのみ要望を行うものなのでしょうか。
（市長）
· 　北海道の中では阿寒町にアイヌシアターがあります。利活用を図り、全国に向けて発信していくという流れにしたいと考えています。そのため北海道に対して要望を行うというものです。
（質問）
・　石炭産業高度化事業についてですが、市では具体的なビジョンを持っているのでしょうか。
（市長）
· 　国の石炭政策である炭鉱技術海外移転事業が平成１８年度で終わり、その後は現在の産炭国石炭産業高度化事業になりまして、２３年度で計１０年の事業が終了します。採炭事業を行う釧路コールマインについては、アジアの一大研修拠点を目指す意向を示しながら、２４年度以降も採炭の意思継続を掲げていますので、目標に向かって進めていけるよう、地域としても進めていける内容の要望書になっています。
（質問）
・　原発事故によりエネルギー政策が見直されそうですが、市長自身も石炭に期待しているお気持ちはあるのでしょうか。
（市長）
· 　昔から言われていることですが、日本でエネルギーはほぼ生産できていない状態です。そのような状態ですが、生産力をわずかながらでも持つということは大事なことです。世界的には石炭と天然ガスの需要、供給が伸びています。そうした中で、日本で唯一の採炭会社である釧路コールマインをしっかりと残していくことは、国の政策的にも必要なことと考えておりますので、それに係る要望をしていきたいと思っています。
（質問）
・　釧路振興公社が特別清算になりましたが、今後の予定をお聞きしたいと思います。
（市長）
· 　これからの作業としては、負債の整理のため、第三セクター等改革推進債を活用しながら、市が１５年かけて約１５０億円の借金を返済していきます。
（質問）
・　先日、ＨＡＣ（北海道エアシステム）の株主総会があり、市長は機体の４機体制を強く求めていたと思いますが、現在のＨＡＣの状態を受けてどういった体制を望まれるか、お聞きしたいと思います。
（市長）
· 　国交省からの改善命令もありますので、安全体制をしっかりと構築していただきたい旨を強く申し上げました。その上で、安全な作業を行うための環境づくりが出来ていたかという事を経営陣でも検証していただきたいとの話をいたしました。
併せて、通常の３機体制では飛行スケジュール的にも余裕がない状態であることから、新たに増機し、安全性、信頼性を高めていくことが大事ではないかと、増機を要望する話もいたしました。さらに、今回の機体トラブルの経営への影響についてもしっかりと検討していただきたい旨も、申し述べてきました。
（質問）
・　ＪＲ北海道も最近事故が多いと思います。公共交通機関が麻痺することで、釧路から東が陸の孤島と化してしまうような事もあると思うのですが、お考えをお聞きしたいと思います。
（市長）
· 　そういった事は考えられます。まずは失った信頼を回復することが第一だと思います。そのため、ＪＲ北海道へは公共交通機関として、安全についてしっかりと考えていただきたいということを強く申し上げました。交通機関は路線があってこそ経済の活性化にも結びついてきますので、安全性を確保しながら、路線を維持するということが極めて重要な事だと思っています。
（質問）
・　釧路は特有の涼しさもあって７、８月に多くの観光客が訪れますが、交通機関の事故続きは観光の面でも懸念があるでしょうか。
（市長）
· 　道民の多くは道内で観光することから、釧路にとっても若干のダメージはあるかと思われます。ＨＡＣ、ＪＲ北海道とも安全を確保し、事業を進めていただきたいと思っています。
（質問）
・　先日、市内の中心街のビルで外壁が落ちる事故がありました。最近、中心街には空きビルが目立ちますが、実態調査などは実施されているのでしょうか。
（市長）
· 　市では防災週間等の機会に、空きビルに限らず外壁の広告物とその周辺の外壁の状態について、対象建物を抽出して点検を行っています。抽出基準としては高さが１０ｍを越える建物の他、大きな看板が付いている建物では取り付け部のサビの状態などを点検します。外壁にタイルが使われている建物では損傷の状態を確認し、これらについて必要があれば改善指導を行います。また、建物の所有者が、建築指導の有資格者を通じて市に対し、安全性について定期的に報告する制度があり、その点検項目に外壁も含まれています。定期報告がなされた建物につきましても、提出されたデータをもとに改善指導を行っています。
（質問）
・　建物の外壁が落ちる問題ですが、地震が起きた場合の対策は取られているのでしょうか。
（市長）
· 　市の公共建築物や民間の住宅などの建築物で、昭和５６年以前に建てられたものについては、平成２７年度を目標に耐震診断や必要に応じて耐震改修を進めていく取り組みを行っております。民間向けにも住宅の耐震改修補助制度を作っていますが、耐震化すべき建物の件数が多いため、なかなか耐震に向けた動きは進んでいないのが現状です。また、他の自治体でも同様ですが、所有者のいない危険家屋に対して解体、撤去に公費を投入するという点が難しいところです。所有権を持つ方が建築物の安全を確保していただくということが理想と思っていますし、危険な建物物に対しては市がしっかりと指導を行いたいと思っています。
（質問）
・　空きビル等だと所有者が分からない状態が多いと思われますが、実際にそこが改修という流れに向かっていくのでしょうか、市長の考えをお聞きしたいと思います。
（市長）
· 　倒壊等のおそれがある危険な建物は、市が所有者を探し出して連絡します。また、所有者に対して、市から建物の改善指導をしたにも関わらず、改修等をしない場合に罰則が適用されることもありますが、所有者が見つからない状況であれば、対策が無いというのが現状です。
１．平成２３年度釧路市重要懸案事項に係る中央要請行動について








２．釧路市都市経営戦略プランの先行取組について





３．海上自衛隊 輸送艦「しもきた」の参加による住民避難訓練の実施および一般公開について
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